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診療報酬改定の基礎知識
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診療報酬改定

診療報酬（医科・調剤・歯科）

２年に一回

介護報酬

３年に一回

制度の改定

医療保険制度

介護保険制度

法令の改定

医療法、介護保険法など

診療報酬改定とは
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点数の資料について

２月中旬の中医協答申

点数や文言の修正の可能性有り

３月上旬の官報告示

点数の確定

詳細な算定基準の明示

いわゆる白本（青本）の発行

レセプトの記載方法などは4月に入ってから

改定資料は翻訳が必要

○○の適正化 ＝ 引き下げ

○○の見直し ＝ 引き下げや修正

○○の評価 ＝ 引上げ

診療報酬改定時の留意事項
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レセコン・電子カルテの準備

ベンダからの情報、送付物等に注意

３月末に各ベンダより修正プログラム等が配布

４月末にはレセプト発行のための修正プログラムが
配布

最近はオンラインで更新する場合もあるが、回線トラ
ブルなども考え早めに実行

更新プログラムは手順書通りに

メーカーによっては更新プログラムを実施するタイミ
ングが色々ある
３月３１日に行う作業

４月１日の窓口開始前に行う作業

点数は更新されているか確認

診療報酬改定時の留意事項
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平成１２年４月
▲０．２％（＋１．９、▲１．６、▲０．１）

介護保険制度創設

平成１３年 老人に定率制導入

平成１４年４月
▲２．７％（▲１．３、▲１．３、▲０．１）

平成１６年４月
▲１．０％（±０、▲０．９、▲０．１）

平成１８年４月
▲３．１６％（▲１．３６、▲１．６、▲０．２）

平成２０年４月
▲０．８２％（＋０．３８、▲１．１、▲０．１）

平成２２年４月
０．１９％（１．５５、▲１．２３、▲０．１３）

過去の診療報酬改定の推移
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全体改定率 ＋０.００％（０．００４％）

診療報酬本体 ＋１.３８％（１．３７９％）
約５,５００億円

医科 ＋１.５５％（約４,７００億円）
歯科 ＋１.７０％（約 ５００億円）

調剤 ＋０.４６％（約 ３００億円）

前回（入院：外来＝１１：１） 今回（２．４：１）

薬価・材料 ▲１.３８％
薬価 ▲１.２６％ （薬価ベース ▲６.００％）
約５,０００億円

材料 ▲０.１２％
約５００億円

平成２４年度診療報酬改定率
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医科における重点配分（４７００億円）
Ⅰ負担の大きな医療従事者の負担軽減

今後とも急性期医療等を適切に提供し続けるため、病院勤務医を
はじめとした医療従事者の負担軽減を講じる（１２００億円）

Ⅱ医療と介護等との機能分化や円滑な連携、在宅医療の

充実
今回改定は、医療と介護との同時改定であり、超高齢社会に向け
て、急性期から在宅、介護まで切れ目のない包括的なサービスを
提供する（１５００億円）

Ⅲがん治療、認知症治療などの医療技術の進歩の促進と

導入
日々進化する医療技術を遅滞なく国民皆が受けることができるよう、
医療技術の進歩の促進と導入に取り組む（２０００億円）

歯科における重点配分（５００億円）

調剤における重点配分（３００億円）

平成２４年度診療報酬改定率
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平成３７年（２０２５年）
誰も見たことの無い超高齢社会

年間死亡者数の３／４が後期高齢者？

今回の改定は、２０２５年に向けた第一歩
社会保障・税一体改革成案の確実な実現に向けた最初の一歩

２０２５年のあるべき医療・介護の姿を念頭に置いた取り組み

今回の改定で多用される用語

看取り

円滑な退院

自宅へ帰り地域で療養をする道筋をつけた

医療と介護を考える上でのキーワード
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医療と介護を考える上でのキーワード

平成２４年２月１０日 厚生労働省保険局医療課資料
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医療と介護を考える上でのキーワード

平成２４年２月１０日 厚生労働省保険局医療課資料
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医療と介護を考える上でのキーワード

平成２４年２月１０日 厚生労働省保険局医療課資料
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改正介護保険法（平成２４年４月１日施行・一部は公布済）

介護保険法改正の理念として「高齢者が地域で自
立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住ま
い、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地
域包括ケアシステム」の実現に向けた取組を進め
る」

医療と介護の連携の強化等

介護人材の確保とサービスの質の向上

高齢者の住まいの整備等

認知症対策の推進

保険者による主体的な取組の推進

保険料の上限の緩和

同時改定を考える上でのキーワード
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改正介護保険法（平成２４年４月１日施行・一部は公布済）

医療と介護の連携の強化等

①医療、介護、予防、住まい、地域支援サービスが連携
した要介護者等への包括的な支援（地域包括ケア）を
推進

②日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握をふま
えた介護保険事業計画を策定。

③単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対
応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを
創設

④保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの
総合的な実施を可能とする

⑤介護療養病床の廃止期限（平成24年3月末日）を猶予
（新たな指定は行わない） ※⑤は公布済

同時改定を考える上でのキーワード
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地域包括ケアシステム

医療も介護も含めた『地域包括ケア』
生活の場＝一次医療圏のイメージ

さらなる連携の重要性

在宅療養支援診療所

ケアマネージャー

ＭＳＷ

訪問担当看護師 等

そもそもの『地域連携』の再構築

注目されているサービス

小規模多機能型居宅介護

外付けのサービス

同時改定を考える上でのキーワード



平成２４年度診療報酬改定の概要
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

重点課題

「社会保障・税一体改革成案」等を踏まえ、以下の
課題について重点的に取り組む

病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の負担軽減
– 現在の医療・医療保険をとりまく状況に鑑み、平成２４年度改
定においては、引き続き、救急、産科、小児、外科等の急性期
医療を適切に提供していくという観点

医療と介護の役割分担の明確化と地域における連携体
制の強化の推進及び地域生活を支える在宅医療等の
充実

– 今回の改定が診療報酬と介護報酬の同時改定であること

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

病院勤務医等の負担の大きな医療従事者の
負担軽減

今後とも引き続き、救急、産科、小児、外科等の急
性期医療を適切に提供していくことが重要であり、
こうした観点からも、病院勤務医等の負担の大き
な医療従事者の負担軽減に取り組んでいくべきで
ある。

このため、勤務体制の改善等の取組、救急外来や
外来診療の機能分化の推進、病棟薬剤師や歯科
等を含むチーム医療の促進などに対する適切な評
価について検討するべきである。

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

医療と介護の役割分担の明確化と地域における連携
体制の強化の推進及び地域生活を支える在宅医療
等の充実

今後増大する医療ニーズを見据えながら、医療と介護の役
割分担の明確化と連携を通じて、効率的で質の高い医療を
提供するとともに、地域で安心して暮らせるための医療の
充実を図る必要がある。

このため、在宅医療を担う医療機関の役割分担や連携の
推進、看取りに至るまでの医療の充実、早期の在宅療養へ
の移行や地域生活への復帰に向けた取組の促進、地域に
おける療養の質の向上に向けた在宅歯科、在宅薬剤管理
の充実、退院直後等の医療ニーズの高い者への重点化等
の訪問看護の充実、維持期（生活期）のリハビリテーション
等における医療・介護の円滑な連携などに対する適切な評
価について検討するべきである。

診
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

四つの視点

充実が求められる分野を適切に評価していく視点

患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・安全
で生活の質にも配慮した医療を実現する視点

医療機能の分化と連携等を通じて、質が高く効率
的な医療を実現する視点

効率化余地があると思われる領域を適正化する視
点

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

充実が求められる分野を適切に評価していく視点

我が国の医療において、充実が求められる領域について
は、それを適切に評価していくことにより、国民の安心・安
全を確保する必要がある。

このため、緩和ケアを含むがん医療の充実、生活習慣病対
策の推進、身体疾患を合併する精神疾患救急患者への対
応等の精神疾患に対する医療の充実、早期診断及び重度
の周辺症状への適切な対応等の認知症対策の促進、感染
症対策の推進、リハビリテーションの充実、生活の質に配
慮した歯科医療の推進などに関する適切な評価について
検討するべきである。

さらに、手術等の医療技術の適切な評価について検討する
とともに、医薬品、医療材料等におけるイノベーションの適
切な評価についても検討するべきである。

診
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平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

患者等から見て分かりやすく納得でき、安心・
安全で生活の質にも配慮した医療を実現する
視点

患者の視点に立った医療の実現のため、受けた医
療や、診療報酬制度が患者等から診てわかりやす
いものとするなどの取組を継続させていくことが必
要である。

このため、医療安全対策等の推進、退院支援の充
実等の患者に対する相談支援体制の充実に対す
る適切な評価、明細書無料発行の促進、診療報酬
点数表における用語・技術の平易化・簡素化など
について検討するべきである。

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性
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平成２４年度改定の基本方針（12月日社保審医療部会）

医療機能の分化と連携等を通じて、質が高く
効率的な医療を実現する視点

限られた医療資源の中で、国民に質の高い医療を
提供し、かつ、効率的な医療を実現していくために
は、医療機能の分化と連携等について診療報酬上
のさらなる効果的な評価を検討することが重要で
ある。

このため、急性期、亜急性期等の病院機能にあわ
せた効率的な入院医療の評価、慢性期入院医療
の適正な評価、医療の提供が困難な地域に配慮し
た医療提供体制の評価、診療所の機能に着目し
た評価、医療機関間の連携に対する評価などにつ
いて検討するべきである。

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性



24

平成２４年度改定の基本方針（12月1日社保審医療部会）

効率化余地があると思われる領域を適正化する視点

今後医療費が増大していくことが見込まれるなか
で、効率化余地がある領域については適正化を推
進していくことが、患者負担や保険料への影響等
の観点からも重要である。

このため、後発医薬品の使用促進策、平均在院日
数の減少や社会的入院の是正に向けた取組の推
進などについて検討するべきである。

また、医薬品、医療機器、検査については、市場
実勢価格を踏まえた適正な評価を行うとともに、技
術についても、相対的に治療効果が低くなった技
術の置き換えが進むよう、適正な評価について検
討を行うべきである。

診
療
報
酬
改
定
の
方
向
性



平成２４年度介護報酬改定の概要
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介護報酬 ＋１.２％
在宅 ＋１.００％
施設 ＋０.２０％

平成２４年度介護報酬改定率
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介護報酬改定の基本方針

介
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報
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の
方
向
性

地域包括ケアシステムの基盤強化

高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系
サービス

要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高い高齢
者に対応した在宅・居宅系サービス

医療と介護の役割分担・連携強化

在宅生活習慣病管理料時の医療機能の強化に向
けた、新サービスの創設及び訪問看護、リハビリ
テーションの充実並びに看取りへの対応強化

介護施設に於ける医療ニーズへの対応

入退院時に於ける医療機関と介護サービス事業
者との連携促進
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介護報酬改定の基本方針

介
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認知症にふさわしいサービスの提供

認知症早期診断・治療、ケア体制の確立と認知機
能の低下予防

認知症にふさわしい介護サービス事業の普及

認知症ケアモデルの開発とそれに基づく人材の育
成

市民後見人の育成など地域全体で支える体制の
充実

質の高いサービスの確保
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介護報酬改定の基本的な視点

介
護
報
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基本的な視点

高齢者の尊厳保持と自立支援という介護保険の
基本理念を一層推進するため、次の基本的な視点
に基づき、各サービスの報酬・基準について見直さ
れた。

地域包括ケアシステムの基盤強化

介護サービスの充実・強化を図るとともに、介護保
険制度の持続可能性の観点

給付の重点化や介護予防・重度化予防について
取り組み

地域包括ケアシステムの基盤強化を図ることが必
要
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介護報酬改定の基本的な視点

介
護
報
酬
改
定
の
方
向
性

高齢者が住み慣れた地域で生活し続けること
を可能にするために以下の提供をする

高齢者の自立支援に重点を置いた在宅・居住系サ
ービス

要介護度が高い高齢者や医療ニーズの高い高齢
者に対応した在宅・居住系サービス

重度者への対応、在宅復帰、医療ニーズへの対応
など、各介護保険施設に求められる機能に応じた
サービス提供の強化
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介護報酬改定の基本的な視点

介
護
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の
方
向
性

医療と介護の役割分担・連携強化

医療ニーズの高い高齢者に対し、医療・介護を切
れ目なく提供するという観点

医療と介護の役割分担を明確化し、連携を強化す
るため以下の取り組みを進める

在宅生活時の医療機能の強化に向けた、新サービスの
創設及び訪問看護、リハビリテーションの充実並びに看
取りへの対応強化

介護保険施設における医療ニーズへの対応

入退院時における医療機関と介護サービス事業者との
連携促進

看護職員等医療関係職種をはじめ必要な人材確
保策を講じる
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介護報酬改定の基本的な視点

介
護
報
酬
改
定
の
方
向
性

認知症にふさわしいサービスの提供

認知症の人が可能な限り住み慣れた地域で生活
を続けていくため以下の見直し

小規模多機能型居宅介護、認知症対応型通所介
護、認知症対応型共同生活介護、介護老人福祉
施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設
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介護報酬改定の基本方針

介
護
報
酬
改
定
の
方
向
性

処遇改善交付金の取扱い

加算として評価

基本は現状と同じ

本給で支給する割合を一定以上とする要件を追加
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ご清聴ありがとうございました

本日の資料は弊社ＨＰよりＤＬができます

http://www.medsus.jp/

拙著が、じほう社より刊行されます（５月頃予定）

『患者さんと共有できる外来点数マニュアル

２０１２年度版』


